
















































































































































































































































































How does the Citizen Face “The Community Coexistence Policy”?






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































髙 木  博 史
10
要　旨
　2018年に厚生労働省内に設置された地域力強化検討会がまとめた最終取りまとめ「地域
共生社会の実現に向けた新たなステージへ」が発表され、わが国における今後の社会福祉・
社会保障政策の柱となる方向性が示された。
　一方で、その政策的意図や背景について無批判に受け入れてしまうことで、公的責任の
減退を招く懸念がある。そうした状況に主権者である市民としてどのように向き合ってい
くのか、また、真の「地域共生社会」とは何かということに市民学習会のとりくみを通し
て考察する。
＜キーワード＞：「我が事・丸ごと地域共生社会」、市民、地域力、市民学習会
はじめに
　2017年2月、厚生労働省は「ニッポン一億総活躍プラン」（2016年6月閣議決定）など
を背景に省内に「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」を発足させ、今後のわが国に
おける社会福祉・社会保障の方向性として、地域住民が主体となって人々の暮らしを支え
ていく方針を固めた１）。いわゆる「我が事・丸ごと地域共生社会」と称した政策のことである。
　確かに、社会福祉や社会保障の問題を自分自身の問題＝「我が事」、そして、それらが単
体の問題ではなく複合的な問題である場合も含めて地域（住民）が「丸ごと」受け止める
ことで、たとえば、障害があってもなくても当たり前の生活ができ、高齢になってからの
社会的孤立を防いだり、あるいは、子ども食堂のブームに見られるような様々な形で地域
で安心して暮らしていける土壌が作りだされていくということ自体は否定されるべきでは
ないだろう。
　一方で、この「我が事・丸ごと地域共生社会」という政策には、1970年代後半頃から提
唱された家族や近隣のインフォーマルサービスを主体としようとし、結果的に公的責任の
大幅な減退を招いた「日本型福祉社会」論の再来ともいえるような雰囲気が醸し出されて
おり、今後の政策動向に十分に注視しておく必要があるのではないだろうか。そして、そ
のためには、単に「理念」としての方向性を無批判に受け入れていくのではなく市民ひと
りひとりがこの政策の背景や動向について思考する機会を持つことが必要である。
　本稿では、そうした機会の具体的なとりくみとして筆者が代表を務める「生存権アクショ
ンぎふ」が行っている学習会の活動から、市民ひとりひとりが政策を批判的に思考する力
を身につけていくことの意義と重要性について問題提起を行うとともに、市民として「我
が事、丸ごと地域共生社会」にどう向き合うのか、ということについて考察を行うことを
目的としている。
　また、本稿では、ある程度の生活エリアを意識している場合には「地域住民」、主権者と
して政策に向きあう主体とする場合には「市民」という言葉を用いることとする。
Ⅰ．現代の「日本型福祉社会」論としての「我が事・丸ごと地域共生社会」
　まず、1970年代後半から丸尾直美らが提唱した「日本型福祉社会」論と2017年に取り
まとめられた「我が事・丸ごと地域共生社会」の関係性・共通性について整理したい。
　丸尾は、その著書『日本型福祉社会』（日本放送協会出版1984年）おいて、わが国の特
徴を「家庭や地域の近隣コミュニティにも職場にも、欧米諸国で失われつつある人間的暖
かさが保持されています。」２）と述べ、「こういう伝統を生かしていくならば、いわゆる福
祉先進国が陥った『英国病』や先進国病に陥ることなく、人間的で同時に経済的にも健全
な福祉社会を実現」３）することが「日本型福祉社会」であるとしている。
　一方で、「我が事・丸ごと地域共生社会」政策の基礎となる地域力強化検討会最終取りま
とめ「地域共生社会の実現に向けた新たなステージへ」（2018年）では「地域共生が文化
として定着する挑戦」、「『待ち』の姿勢から、『予防』の視点に基づく、早期発見、早期支援へ」、
「専門職による多職種連携、地域住民等との協働による地域連携」、「『支え手』『受け手』が
固定されない、多様な参加の場、働く場の創造」、「『点』としての取組から、有機的に連携・
協働する『面』としての取組へ」の5つの柱が示された４）。
　これらに共通することは「近隣」や「地域」という言葉に代表されるようにインフォー
マルサービスが前面に押し出されていることである。もちろん、社会的孤立などの問題は
地域から孤立していくことが生じていくことでもあるので「近隣」や「地域」との関係性
は重要なことであることは間違いない。
　しかしながら、わが国の社会福祉・社会保障の体系は日本国憲法の第25条が規定する「生
存権」や第13条が規定する「幸福追求権」に基づいて整備されてきたのではないだろうか。
それは、つまり、社会福祉や社会保障といった国民のいのちや暮らしに関わるようなこと
についてはある程度公的な責任において措置されるべきものだという認識があったからで
ある。
　それでは、ここで「日本型福祉社会」論を背景とした政策動向を見てみよう。1970年代
以降の急速な高齢化にともなう社会保障関係費の拡大などによって財政的な危機が叫ばれ
るようになってくるとこうした公的責任をどのように縮減していくのかという背景もうか
がえる。1980年代以降になると盛んに「地域福祉」といった言葉が叫ばれるようになった。
そして「地域福祉」という言葉は、誰でも住みなれた地域で最期のときを迎えたいという
多くの人々の願いとも重なり、「施設福祉か、在宅福祉か？」といった二者択一を迫り、在
宅福祉重視にシフトしていった側面もある。もちろん、在宅福祉の充実は地域住民たち自
身が願ったことでもあり、そのこと自体が政策的に推し進められること自体は歓迎すべき
ことである。しかし、こうした政策の背景について河合克義は「財政論的な、すなわち行
政守備範囲の後退を住民の地域福祉活動でカバーし、財政支出を抑えようとする歪曲され
た『住民参加』の政策」５）であると指摘している。つまり、実態は、いわゆる「在宅福祉
安上がり論」であったことも否定できない。
　一方、今回取りまとめられた「我が事・丸ごと地域共生社会」政策の方はどうであろうか。
ここでも、やはり地域住民の協働が重視されており、さらには地域共生を文化として定着
させるとりくみの主体は行政ではなく社会福祉法人や企業あるいは専門職などと地域住民
であるとされている。　
　しかし、やはり、どちらも日本国憲法を基盤とする社会福祉・社会保障体系には言及さ
れておらず、また、それらを背景とする論調をうかがうこともできない。
　戦後の復興期から高度済成長期にかけてある意味では中央集権的に整備されてきたわが
国の社会福祉・社会保障制度であったが、「地方の時代」と言われ、各種の権限が地方に委
譲され、さらに地域住民との協働によって社会福祉・社会保障が支えられなければならな
いというのは時代の流れとしては、ある程度の必然性はあったであろうが、それは、日本
国憲法を基盤としていることを前提に行われるべきものだったのではないだろうか。
　実は、1970年代後半の「日本型福祉社会」論と2017年に示された方向性は、きわめて
酷似しており、現代の「日本型福祉社会」論として「財政論ありき」という懸念を払拭す
ることは難しい。その意味で、そうしたことにまったく言及がなされない政策の背景を無
批判に受け入れることには警戒しておかなければならないだろう。
Ⅱ．「地域力」とは何か
１）期待されている地域力・地域住民像への懸念
　こうした「我が事・丸ごと地域共生社会」政策であるが、では、その遂行にあたり、国
が期待している地域力・地域住民像について考察してみたい。
　たとえば、「地域力検討会」の最終取りまとめの概要には「『複合課題丸ごと』『世帯丸ごと』
『とりあえず丸ごと』受け止める場」の創出があるが、そこには「地域住民による相談窓口
を設置し、社会福祉協議会のCSWが専門的観点からサポートする方法」というものが例示
されている６）。
　確かに、こうしたとりくみが普遍化すれば生活課題を抱えた地域住民の早期発見・早期
支援につながることは間違いない。そのような意味では目指すべき方向性としても理想的
なものであろう。しかし、ここで留意しておかなければならないことは、なぜ国がこのよ
うな例示をしているのかということである。
　生活課題を抱えた住民の相談を受けるためには、専門職であったとしても日々葛藤を抱
えるものであり、多様な知識や力量が必要であろう。専門職の関与を前提とした例示であ
るが現実的にクリアすべきハードルはかなり高いものとなるであろう。こうした「相談業務」
を担う地域住民を育てていくために「福祉教育」も大切であるという話につながっていく
ことは想定できるが、実際の担い手は、現実的には一部の人に限られるであろう。とくに
地域住民として相談者と「顔の見える関係」であればあるほど、関連する知識のみならず
プライバシー保護の観点や高い人権意識、倫理観などが求められるだろう。そうなると、
どこまでそうした人材を育成できるのか、あるいは育成するまでの期間はどのくらいなの
かということも問題になる。こうしたとりくみがうまくいく場合もあるかもしれないが逆
に、様々な課題がクリアできずに中途半端な状態で始めてしまうことで、無意識のうちに
起きてしまうプライバシーの侵害やハラスメントなど相談者に対する人権侵害につながり
かねない事態も想定できるのではないだろうか。
　また、ワンストップサービスといわれるように、複合的な生活課題を多角的・専門的な
視点からアセスメントを行い適切な社会資源へつなげていくという現在のソーシャルワー
クの流れからも逆行しているといえる。
　では、なぜこうしたことが「政策」として方向性に組み込まれていっているのであろうか。
それは、やはり「自助」あるいは「共助」の精神への期待であろう。地域で起きた問題は
地域で解決する、そこで解決できなければ、最終的には「公」が出てくるけれども、それ
まではとにかく自分たちで解決していくことであるということを示したものであるといえ
るだろう。これまで以上に、いわゆる「自助」「共助」を中心とした社会福祉・社会保障政
策への転換である。そうした意図は、もちろん表面にはでてきていないが、実は核心であ
るということを我々は自覚しておかなければならないだろう。
　地域力や地域住民の力は未知数である。どのような力があるのか、力を発揮できる環境
があるのか、限界点はどこかなど厳密に議論されなければならない。日本国憲法で、国民
の権利保障が国の責任であることが明記されているにもかかわらず、十分に理解のない地
域住民がその役割を担うことでその責任の縮減・放棄への加担となってしまうことさえも
想定されるのである。
　そうした「自助」や「共助」といった「インフォーマル」が実際にはどの程度の役割や
機能を果たせるのかという実態のつかめないものに期待する政策ではなく、日本国憲法の
理念に基づき人間として「健康で文化的な」生活の最低ラインは何かという具体的なもの
を示して国や自治体はそこにどのように関わるのかということが示されなければ政策とし
ての完成度は低いといわざるを得ない。もしくは、別の意図が潜んでいると考えるのが妥
当ではないだろうか。
２）政策への批判的思考と地域住民の力
　地域住民が地域課題や生活課題を抱えた者の問題解決にどれだけ対応できるかというと
いうことは未知数であることは既に述べた。確かに、その「対処能力」という意味では、
それも重要な「力」であることは事実である。「地域力強化検討委員会」の「地域力」とい
う言葉もその意味で用いられていると考えられる。
　しかし、そうした「課題解決能力」以外にも「地域住民の力」と考えられるものもある
のではないだろうか。むしろ「対処能力」は目先の課題を解決・改善するためには一定の
効果を上げることが可能かもしれないが、長い目で見ればそれだけでは地域が変革してい
くことにはならない。では、どのような力を備えていく必要性があるのか。それは政策へ
の批判的思考である。
　たとえば、冬に公園でホームレスの方が寝ていたとする。ある人は、全く無関心でその
横を通り過ぎる。ある人は「寒そうだな、大丈夫かな」と思いつつ通り過ぎる。ある人は、「大
丈夫ですか？」と声をかける。ある人は、カイロや毛布などを渡すこともあるだろう。問
題解決に至るまでの地域住民の行動にはこうした段階があるのではないだろうか。そして、
さらに「福祉事務所に行ってはどうか？」と提案し、必要に応じて同行する、といったこ
とも行われるかもしれない。ここまで来れば、専門機関につながりある程度、問題解決へ
の道筋をつけることはできるかもしれないが、専門職や支援団体の者でなければ、一般的
にはなかなかそこまでの行動は期待できないだろう。しかし、これは紛れもなく地域の課
題である。今、自分の生活エリアに「ホームレス」という生活課題を背負った人が目前に
いることを地域課題でないとはいえないはずである。「我が事・丸ごと地域共生社会」の理
念から見れば「通り過ぎる」というのは、自分の問題としてとらえきれてないということ
になるだろう。一方で「通り過ぎてしまった」人をどう考えるかということも重要である。
叱責して「通り過ぎない」ようにするのか、あるいは地道に関心をもってもらう活動を展
開するのか、ということである。もちろん、現在は罰則等はないが、政策として遂行され
るということは実は前者に近いものではないだろうか。かつて封建時代の五人組のように
「共助」を表向きの機能としながら実は相互監視・連帯責任といった状態を生み出すことに
もつながりかねない。
　では、後者はどうであろうか。ホームレスという問題がなぜ起きてくるのか、ホームレ
スに対する施策はどのようなものがあるのか、必要なものは何か、それらを実現するため
にはどこに働きかけなければならないか、などを理解することにより、その問題の構造を
把握することによって問題を捉える視点は違ってくるのではないだろうか。そうすれば、
もし、ホームレスを見かけ「通り過ぎてしまった」としても次にとるべき行動への見通し
も見えてくるだろう。
　こうしたことは、たとえば生活保護バッシングの問題や様々な差別問題などにも共通し
ているといえる。なぜならば、それらの多くがマスコミやインターネットなどで流布され
る不正確な情報や誇張された情報によって一方的な思い込みを誘発し、いわゆる「不正受給」
に過敏に反応したり、保育園や児童福祉施設の建設反対運動が起きたり、あるいは、精神
障害者等に対する差別や偏見などにつながってしまうことである。
　しかし、たとえば、筆者が大学の講義等で生活保護費の「不正受給」の割合について「不
正受給には行政職員の説明不足やうっかりミスも含まれていることも含めて話をしたりす
ると、講義終了時のコメントカードから学生の多くが「意外に少ない」という印象を持つ
ことが分かる。生活保護基準は生活保護利用者だけでなく最低賃金や就学援助など多くの
算定基準になっていることが分かれば、その引き下げが自分たちの生活にどのような影響
を持つのか、ということに関心を持たざるを得ず、まさに「我が事・丸ごと」捉え直しが
できる機会が必要である。
　また、保育園の建設などについて反対運動が起きる原因は「うるさい」といったものが
あるが、実際にはそれほど大きな騒音になっていないといったことなどを話すと建設反対
運動に対する見方が変化したりすることがある。
　このように、社会における諸問題を生み出している背景としてのその構造やあり方を理
解するためには、学習を通じて政策に対しての批判的思考を身につけていく機会が身近に
存在することが必要である。そうした思考が身につけば、具体的な形として市民活動につ
ながる可能性もあるし、自治体選挙等の投票行動といった形で表れることもあるかもしれ
ない。つまり、そうした活動が「地域住民の力」として力を発揮することもあるだろう。
それは問題に対する「課題解決能力」とは異質のものであるが、地域の変革を考えた場合
にはきわめて重要な力の一つであろう。
３）押し付けられる「主体性」
　こうした政策に対する批判的思考を身に付けてくれば、この「我が事・丸ごと地域共生
社会」の問題点が見えてくる。それは、国の方針として地域住民に対して「主体性」を求
めている点である。そもそも主体性というのは「主体性を持ちなさい」と言っても備わる
ものではない。主体性は、目の前の課題に対し、自ら関心を持ち、解決することが自分た
ちにとっての必要性を感じた時に自ら行動し始めることによって生まれていく。
　このことは、昨今、道徳教育の「教科化」がなされ、愛国心などが評価の対象とされて
きたこととも共通する部分がある。そもそも「愛国心」は、「国を愛せよ」「国家が一大事
のときは命を捨てよ」といって押し付けられるものではない。この国に生まれたことを誇
りに思い国のために尽くそうという気持ちが生まれるときは、この国の社会が成熟した民
主的国家であることが前提である。
　「理念」としては、否定すべきものではないもののそれを提唱している主体が、民間の実
践の蓄積からではなく国からのトップダウン方式であることがこの政策の最大の課題とい
えることに気付くことができるのではないだろうか。押し付けられた「主体性」によって
行われることは、もはや「主体性」はなく「やらされ感」と「義務感」だけが残り、一定
以上の効果を上げることは難しい状況となることは容易に想定できる。
　簡単に結果が出るものではないが、身近な問題をどのように解決していくのか、「地域の
問題は地域で解決せよ」というだけで公的責任を減退させる方向ではなく、ともに当事者・
関係者とともにその方法を考え、最大限の支援を行うことが「公」の責任である。
Ⅲ．市民学習会「生存権アクションぎふ」のとりくみから
　政策に対する批判的思考を身につけることが地域を変革していくための一つの力となる
ことを述べてきたが、ここで筆者が代表を務める「生存権アクションぎふ」のとりくみか
らその活動の意義と今後、「我が事・丸ごと地域共生社会」への向き合っていくのかという
ことについて言及したい。
　「生存権アクションぎふ」は、2015年に設立され岐阜県の県庁所在地でもある岐阜市を
中心に主に貧困問題や生活保護の問題について定期的に学習を行っている任意団体であり、
元々、生存権裁判の原告を支援するために発足した団体である。生存権裁判とは、2005年
から全国の9都道府県で提起された「原則70歳以上の高齢者の生活保護費に月額1000円
を加算したものであり、消化吸収の良い食品や暖房費、冠婚葬祭費などが「特別の配慮」
として認められ」７）ていた老齢加算制度の廃止の取消を求めた裁判である。しかし、岐阜
県ではこの訴訟の原告が存在しなかったということもあり、近県の裁判支援および定期的
な学習会を活動の軸としてきた。
　学習会の内容は、日本国憲法第25条に規定する生存権の確立という視点から生活保護問
題、フードバンク活動などに関する学習会、釜ヶ崎（大阪市西成区）へのスタディツアー
などを数ヶ月に1回程度行ってきた。
　設立当初は、まだ「我が事・丸ごと地域共生社会」の議論は活発ではなく、活動におい
てそのこと自体が意識されることもほとんどなかったが、わが国の社会福祉・社会保障の
大きな柱として示された現在、このことを意識した活動を展開していかなければならない
ということは必然的な流れであろう。一方で、これまでの活動そのものが本当の意味で「我
が事・丸ごと地域共生社会」の理念を実現する上で大切なものであったことであると位置
づけることができる。なぜならば、この学習会の目的は一貫して日本国憲法の理念から政
策とその背景を考えるものであり、今日遂行されている政策に対しての批判的思考を身に
つけるものであったからである。また、学習会はすべての市民に開かれており、誰でも自
由に参加できるものである。
　数ヶ月に1回程度であり、事務局体制の問題から十分な周知ができないことも少なくな
いが、いわゆる「市民学習会」として「まずは知る」というところから始められるこうし
た場が提供される意義は大きいのではないだろうか。
　一方で、「市民学習会」として位置づけているものの参加者層をどのように広げていくの
かという課題も残っている。基本的には社会福祉・社会保障運動関連団体に組織される会
員などを中心的な参加者層としているために、それ以外の層に対するアプローチが十分で
ないことも事実である。インターネットやSNSなどによる情報配信なども試みているが、
さらに、市民の関心を引き寄せる工夫も求められてくるだろう。
　このように、生存権アクションぎふのとりくみは、まだまだ克服されなければならない
課題を残しているが、こうした「市民学習会」が広がっていくことで問題の本質を見極め
る力を市民自身が身につけていくことが今後のわが国の社会福祉・社会保障のあり方の方
向性に影響を与えていけるのではなだろうか。
Ⅳ．真の「地域共生社会」の実現のために
　1970年代後半に出現した「日本型福祉社会」論が、今、「我が事・丸ごと地域共生社会」
政策に形を変えて再登場してきた現実を直視しなければならない。「日本型福祉社会」論が
結果として公的責任の減退を招き、福祉市場化を導入する社会福祉基礎構造改革への流れ
となり、恒常的な人手不足、低賃金といわれる福祉実践現場の現状の要因の一つとなって
しまったといっても言い過ぎではないだろう。この政策の二の舞を避けるためにも、私た
ちには、政策の背景に隠された意図を十分に吟味していくことが求められている。
　本稿では、真の「地域共生社会」を実現するために、これまで、「我が事・丸ごと地域共
生社会」政策の背景とそれが求める地域住民像、そして、市民としてそれらを単に従順に
受け入れるだけでなく批判的に思考する力をつけるためにどうすれば良いのかということ
について述べてきた。
　既に動き出した「我が事・丸ごと地域共生社会」政策には、立ち止まって考えるべき課
題が多く残されている。そして、その背景の一つが公的責任の縮小の方向性であることを
私たち市民自身が自覚しなければならないだろう。その一つの手段として、市民学習会の
ような機会は有効であり、そうしたとりくみの積み重ねが地域、ひいては社会全体を変革
していく力となるであろう。それこそが単に問題解決の「対処能力」にとどまらない「構
造を見る力」「批判的思考」の原動力となり、本当の意味での「地域力」あるいは「地域住
民の力」を生み出していくことにつながっていくのではないだろうか。
 
おわりに
　本稿では、「我が事・丸ごと地域共生社会」という言葉は、一見すると異論のないスロー
ガンであるが、その背景にどのような政策的思惑があるのかということについて考察を進
め、市民がそれにどのように向き合っていくのかということについて市民学習会の事例を
通して一つの方法を示すことができたのではないだろうか。
　一方で、「地域住民の力」あるいは「地域力」とは何かということについて課題に対する「対
処能力」や「政策に対する批判的思考を行う力」以外にどのようなものがあるのかについ
ては検討の余地を残していること課題として残された。今後は、このような点についても
考察を進めていく必要があるだろう。
　最後に、北九州市立大学地域創生学群の坂本毅啓准教授には、市民学習会としての「生
存権アクションぎふ」のとりくみにご関心をお寄せいただいたことが本稿執筆のきっかけ
となった。ここに改めて感謝の意を表させていただきたい。
宮田和明『現代日本社会福祉政策論』ミネルヴァ書房、1996年
河合克義編著『増補改訂版　これからの在宅福祉サービス』あけび書房、1991年
丸尾直美『日本型福祉社会』日本放送出版協会、1984年
髙木博史「『我が事丸ごと地域共生社会』と社会福祉士養成教育展開と課題」『ソーシャルワークぎふ　第23号』
　　岐阜県社会福祉士会、2018年
芝田英昭「社会保障制度基盤を揺るがす『改革』－『地域共生社会』で強調される自助・共助－」自治体問題研
　　究所編『住民と自治　2017年7月号』自治体研究社、2017年
髙木博史「岐阜県における生存権保障運動の現状と課題　－生存権アクションぎふの活動から－」『岐阜経済
　　大学論集　第50巻第2号』岐阜経済大学学会、2017年
生存権裁判を支援する全国連絡会編『朝日訴訟から生存権裁判へ』あけび書房、2014年
「生存権アクションぎふ」紹介リーフレット、2017年作成
厚生労働省ホームページ「地域共生社会の実現に向けて」
　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_00506.html（2019年1月4日アクセス）
―市民学習会「生存権アクションぎふ」のとりくみ―
市民として「我が事・丸ごと地域共生社会」にどう向き合うのか
11
